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その上で、1946年 10 月 15日「児童保護法案(大綱案)」～11月 30日「児童保護法要綱案」の保護法案
検討期と、1947年 1月 2日「児童福祉法要綱案」～2月 3日の「児童福祉法案」までを変容過程Ａとした。
この時期は、GHQがその「構想」を日本政府に口頭によって指令し、児童局の所管をめぐる厚生省及び関係








































           
           論文の内容の要旨 
 
 本論文は、全 7章で構成されている。 
１．序章では、研究目的・視角と方法を述べた。 

















































その上で、1946年 10月 15日「児童保護法案(大綱案)」～11月 30日「児童保護法要綱案」の保護















変容過程Ｃは、1947年 12月児童福祉法制定後から 1949年 6月 15日児童福祉法第三次改正に至る
までの、「近き将来の一元化」の具体化の過程である。結果として行政機構の「一元的統合」は断念さ
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             結 論 
  
 本審査委員会は、本論文が課程博士（社会福祉学）の学位を授与するにふさわしいものと、委員全
員が判断したことを報告する。 
 
 
